予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：保健予防諸費
	事業名　健康な食環境づくり推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　保健医療課　健康増進係　電話番号：058-272-1111（内線2550）
　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　1,148　　千円（前年度予算額： 1,148千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,148
	574
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	574

	要求額
	1,148
	574
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	574

	決定額
	1,148
	574
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	574


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
生活習慣病の発症予防や重症化予防には、適切な栄養摂取及び食生活が重要な対策のひとつとなっている。岐阜県においては、40歳代男性の高い肥満割合や青年期の野菜の摂取量不足、エネルギーバランスの乱れ等、依然として食生活に起因する課題がみられ、飲食店等における栄養成分の表示やバランスの良いメニューの提供等の食環境を整備する必要がある。
（２）事業内容

○「ぎふ食と健康応援店」登録店の取組み充実
　県民の健康づくりに資するため、登録店の質の向上を目指し、取組み内容の更新・指導を実施する。
○情報発信拠点

　　　登録店を介して、県からの情報を県民に発信したり、ヘルシーメニューの提供により登録店から県民に対し望ましい食生活のサポートを行う。

○外食・中食産業と協働でヘルシーメニューの開発（県・保健所）
　飲食店やコンビニエンスストアと協働で、ヘルシーメニューの開発を行い、県民に健康的な食物を提供する。（県では地域活性化包括協定を締結しているコンビエンスストアを中心に、地域ではモデルとなる飲食店において事業を実施して、健康的な食物を提供する店を増加させる。）
（３）県負担・補助率の考え方

　県負担1/2、国負担1/2の事業である。当該事業は県全体で推進していく必要があり、市町村や団体が実施主体となることは適当ではない。国においては、糖尿病をはじめとする生活習慣病予防の観点から、また、食育推進活動を通して日本型食生活の普及を進めているところであり、県及び国で負担することが妥当である。
（４）類似事業の有無
　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	277
	栄養価計算・食事調査員35人

	旅費
	104
	登録店訪問・更新作業

	需用費
	440
	消耗品費（事務消耗品代等）287千円

印刷製本費（ポスター、リーフレット印刷代等）153千円

	役務費
	326
	郵送料、電話料金等

	その他
	1
	共済費

	合計
	1,148
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　ヘルスプランぎふ21（第2次）及び健康日本21（第2次）の目標項目に設定されている。県：ぎふ食と健康応援店登録数の増加、国：食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及び飲食店の登録数の増加。
（２）国・他県の状況

　　上記計画に位置付けられているように、全国的に展開されている。
（３）後年度の財政負担
　国交付金の政策目標が平成27年度までとされており、28年度以降の状況は分からないが、引き続き予算要求していく。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　健康情報発信拠点となり、県民の生活習慣病予防などの健康づくりをサポートする飲食店を増やします。適正な量と質の食事をとり自分で健康管理を実践できる県民を増やします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふ食と健康応援店登録店
	開始
（H16）
	455
（H17）
	1,037
（H20）
	1,244
（H24）
	1,400
（H29）
	89％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）食品産業関係者（食品衛生責任者等）講習会における普及活動

　　　H24実績　119回　13,473人

（２）野菜摂取促進キャンペーンの開催

　　　H24.8.31～10.15　参加登録店舗数　114

（３）健康づくり情報媒体の作成、配布

　　　ｸﾘｱﾌｧｲﾙ、のぼり旗、卓上ポップ、健康情報ﾘｰﾌﾚｯﾄ3種、マップ

（４）国体関連会場でのPR（マップ、クリアファイルの配布）

　　　駅3箇所、市町村各会場


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　国体開催期間に合わせて開催した県内産野菜を含む野菜摂取促進キャンペーンにより、健康づくりの店（ぎふ食と健康応援店）を通じ野菜たっぷりメニューを提供した。それに伴い、県民に野菜摂取の意識が高まるとともに、国体の盛り上げに資することができた。また、登録店マップを作成し、道の駅など集客の見込める場所に設置したり、各種イベントでリーフレットなどの媒体を配布するなど、事業のPRに努めた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	外食や中食を利用する機会が増加している傾向にあるため、健康づくりの店（ぎふ食と健康応援店）を通じた県民の健康づくり対策は必要性が高い。国においても、「健康日本21」の新しい指標として、塩分や脂質に配慮した飲食店の増加を設定しており、全国的に事業が展開されている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	平成24年度までの登録店増加の目標は達成している。（1,000店舗）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	登録店は、県が発信する健康づくり情報等について、県民に直接届けることのできる有用な媒体となっており、メール、ファックス等により迅速に伝達する体制も整えられている。国体の盛り上げにも有効に機能した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　事業内容をリニューアルしたため、登録の更新作業やメニュー表の再作成等の事務が増量している。メニュー表のパターン化を取り入れ事務のスリム化を行っている。

　まだ、登録店目当てに来店する者は多くはないので、マスコミ等を利用した効率的なPR方法を検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
総務省の家計調査によると岐阜市は全国で外食費が第2位となるなど、外食を利用する機会が多く、外食・中食産業と連携して県民の健康づくりに取り組んでいくことは、今後とも必要である。引き続き県民や登録店が利用しやすいキャンペーンやイベントを考え、参加者を増やしていく。


